
国立大学法人東京芸術大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成１９年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

 　役員報酬規則の改正に伴い、平成１９年４月１日に期末特別手当の期
別支給割合の引き下げ（６月期：１００分の１６０→１００分の１５５　１２月
期：１００分 の１７５→１００分の１７０）を行った。

 　役員報酬規則の改正に伴い、平成１９年４月１日に期末特別手当の期
別支給割合の引き下げ（６月期：１００分の１６０→１００分の１５５　１２月
期：１００分の１７５→１００分の１７０）を行った。

 　国の指定職俸給表の適用される職員に準じて算定される期末特別手当の基礎金額
に、文部科学省国立大学法人評価委員会の本学に対する事業評価等の結果を勘案し、
加算することができる旨、本学役員報酬規則において定めている。平成１９年度において
は、役員の協議により検討した結果、特段の加算をしないことと決定された。

 　役員報酬規則の改正に伴い、平成１９年４月１日に期末特別手当の期
別支給割合の引き下げ（６月期：１００分の１６０→１００分の１５５　１２月
期：１００分の１７５→１００分の１７０）を行った。



２　役員の報酬等の支給状況

平成１９年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,009 12,780 5,517
1,534
178

(地域手当)
(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

14,762 9,360 4,041
1,123
238

(地域手当)
(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

15,739 10,080 4,352
1,210
９７

(地域手当)
(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

13,616 8,736 3,771
1,048
61
(地域手当)
(通勤手当)

◇

千円 千円 千円 千円

2,150 2,150
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,040 1,040
（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

1,520 1,520
（　　　　）

＊※

注１：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給され
　ているものである。
注２：「前職」欄の「◇」は、役員出向者（本府省課長・企画官相当職以上で退職し、かつ、引き続き本学
　役員として在職する者）であることを示す。
注３：「前職」欄の「※」は、独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する
　法律の対象法人の退職者）であることを示す。
注４：「前職」欄の「＊※」は、退職公務員（本府省課長・企画官相当職以上で退職した者）が独立行政法
　人等の役職員に就任し退職した後本学の役員となった者であることを示す。

３　役員の退職手当の支給状況（平成１９年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

前職

Ａ監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

Ｂ理事

Ｃ理事

法人の長

監事

法人の長

理事

法人での在職期間 摘　　要

A理事

D理事
（非常勤）

Ｂ監事
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成１９年度における給与制度の主な改正点

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容
勤務成績に応じ、支給基礎金額に下記の率を掛けて得られた額を支給する。
　　良好（０．７１）　　優秀（０．７８５）　　特に優秀（０．８６）
　原則１月１日に４号俸（教育職俸給表（一）適用者のうち５級以上であるも
のについては３号俸、５５歳を超えるものについては２号俸）を標準として、
勤務成績に応じて昇給幅を決定する。

昇給

   人件費等の必要額を見通した財政計画を策定し、併せて組織の合理化、簡素化等を
図り、人件費の抑制に努めている。

   国家公務員の給与水準を考慮しつつ、人件費抑制を加味して給与水準を決定してい
る。

   能率、勤務成績に応じて昇給幅の増減、昇格、勤勉手当（賞与）の支給割合の増減を
行っている。

平成１９年４月支給分からの改正
・昇給停止年齢を５５歳年度末から６０歳年度末まで引き上げた。
・５５歳誕生日以降の昇給幅を抑制することとした（標準４号俸昇給が２号俸昇給となっ
　た）。
・管理職手当を定額化した。
・扶養手当について、３人目以降の子等の手当額を、５，０００円から６，０００円に引き
上
　げた。
・下記のとおり地域手当を引き上げた。
　取手市（２％→１２％）　横浜市（１１％→１２％）　奈良市（４％→５％）
・他大学との給与格差を是正し、人事交流による研修機会を促進するとともに、職員の
　自発的な能力開発を促し、キャリア形成を支援するため、特別手当を新設し、１％を
　地域手当に上乗せして支給することとした（５５歳年度末まで）。
・非常勤職員の給与単価を奈良以外統一した。

平成２０年１月支給分からの改正
・扶養手当について、子等の支給月額を６，０００円から６，５００円に引き上げた。
・俸給月額について、初任給を中心に若年層に限定して引き上げを行った（平均改訂率
　０．１％）。
・大学院調整手当について、俸給表の改正に伴う改正を行った。
　



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

270 50.4 8,941 6,431 187 2,510
人 歳 千円 千円 千円 千円

86 43.1 6,424 4,715 177 1,709
人 歳 千円 千円 千円 千円

175 54.1 10,194 7,279 192 2,915
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 49.9 8,624 6,336 183 2,288

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.8 11,721 8,254 69 3,467
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.8 11,721 8,254 69 3,467

人員 うち賞与平均年齢
平成１９年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内

教育職種
（附属高校教員）

医療職種
（病院看護師）

区分

常勤職員

医療職種
（病院医師）

教育職種
（外国人教師等）

医療職種
（病院看護師）

在外職員

任期付職員

事務・技術

事務・技術

教育職種
（大学教員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）



人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

12 41.3 4,158 3,481 148 677
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 36.3 3,113 2,301 158 812
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注：非常勤職員の教育職種（招聘教員）については、該当者が２人のため、当該個人に関する
　　情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

教育職種
（招聘教員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

再任用職員

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）



②

注：年齢２４－２７歳の該当者は４人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第１・第３分位

　　については表示していない。

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

課長 9 54.6 8,796 9,076 9,500

課長補佐 11 53.0 7,604 7,785 8,000

係長 38 45.2 6,017 6,516 7,111

主任 5 36.7 4,790 5,006 5,140

係員 23 31.9 3,710 4,231 4,735

平均

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））〔在外職員、任期付職員及び再任
用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２
３歳

２４－２
７歳

２８－３
１歳

３２－３
５歳

３６－３
９歳

４０－４
３歳

４４－４
７歳

４８－５
１歳

５２－５
５歳

５６－５
９歳

0

50

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円



注：年齢３２－３５歳の該当者は３人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第１・第３分位

　　については表示していない。

（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 97 59.2 10,194 11,026 11,536

准教授 65 48.9 8,754 9,152 9,563

講師 1 32.5

助教 12 42.3 6,046 6,622 7,176

注：講師の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与の平均額は表示していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２
３歳

２４－２
７歳

２８－３
１歳

３２－３
５歳

３６－３
９歳

４０－４
３歳

４４－４
７歳

４８－５
１歳

５２－５
５歳

５６－５
９歳

0

50

100

人数

平均給与額

第３四分位

(参考)平成15年度の国の教育職
(一)の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人
千円



③

(事務・技術職員）

区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級

標準的 事務局長 事務局長 事務局長 部長 課長
な職位 事務長

人 人 人 人 人 人

86 0 0 0 0 4
（割合） （　0.0　%） （　0.0　%） （　0.0　%） （　0.0　%） （　4.7　%）

歳 歳 歳 歳 歳

５８～４７

千円 千円 千円 千円 千円

6,989
～
6,615

千円 千円 千円 千円 千円

9,680
～
9,075

区分 計 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 課長 課長補佐・事務長補佐 係長 主任 係員
な職位 事務長 専門員 専門職員

人 人 人 人 人

6 12 36 18 10
（割合） （　7.0　%）（　14.0　%）（　41.9　%）（　20.9　%）（　11.6　%）

歳 歳 歳 歳 歳

５９～５３ ５７～４８ ５８～３７ ４１～３０ ３１～２５

千円 千円 千円 千円 千円

6,515
～
5,884

5,750
～
5,328

5,513
～
3,728

4,013
～
2,962

3,244
～
2,378

千円 千円 千円 千円 千円

8,860
～
8,228

8,032
～
7,341

7,600
～
5,185

5,466
～
4,044

4,309
～
3,260

(教育職員（大学教員））

区分 計 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的 教授 教授 准教授 講師 助教 助手
な職位 教務職員

人 人 人 人 人 人 人

175 0 91 71 1 12 0
（割合） （　0.0　%）（　52.0　%）（　40.6　%） （　0.6　%） （　6.9　%） （　0.0　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

６６～４５ ６６～３６ ５８～３３

千円 千円 千円 千円 千円 千円

10,253
～
6,683

7,682
～
5,457

5,517
～
4,174

千円 千円 千円 千円 千円 千円

14,722
～
9,421

10,698
～
7,660

7,637
～
5,650

注：３級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の

　　事項について記載していない。

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～
最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～
最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～
最低)

 職級別在職状況等（平成２０年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

人員

年齢（最高
～最低）



④

(事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

66.6 68.7 67.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.4 31.3 32.3

％ ％ ％

         最高～最低 38.1～31.9　　 34.4～29.2　　 34.4～30.5　　

％ ％ ％

66.5 69.2 67.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.5 30.8 32.1

％ ％ ％

         最高～最低 38.1～31.4　　 35.0～28.2　　 34.4～29.8　　

(教育職員（大学教員））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

65.1 67.8 66.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.9 32.2 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 45.3～32.6 41.5～29.7　 42.1～31.1　　

％ ％ ％

66.3 69.3 67.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 33.7 30.7 32.2

％ ％ ％

         最高～最低 38.1～32.2　 35.0～29.4 34.4～30.7　

⑤

（事務・技術職員）

93.5

107.6

（教育職員（大学教員））

98.4

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

対他の国立大学法人等（事務・技術職員)

対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員）)

　　与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

賞与（平成１９年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／
教育職員（大学教員））

対国家公務員（行政職（一））



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ８４．０

参考 学歴勘案　　　　　　 ９１．６

地域・学歴勘案　　　８２．８

・教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））

との給与水準（年額）の比較指標 98.3

Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成19年度）

前年度
（平成18年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る
　　費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「17役員及び教職
　　員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。
注；「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を
　　計上している。

引き続き、組織の合理化、簡素化等を図り、人件費の抑制に努めていく。

対国家公務員　　９３．５

　給与水準の適切性の
　検証

講ずる措置

指数の状況

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　73.78％
（国からの財政支出額　6,012,327,015円、支出予算の総額　8,148,000,000
円：平成19年度予算）

【検証結果】
国立大学法人化以降も、支出額の大部分を運営費交付金により賄ってい
る。その中で、国家公務員の給与水準を考慮しつつ、人件費抑制を加味
して給与水準を決定している。

項目 内容

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成16年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
2,821,824 2,896,071 -74,247 (-2.6) -100,926 (-3.5)

退職手当支給額
232,205 451,370 -219,165 (-48.6) -1,935 (-0.8)

非常勤役職員等給与
1,650,645 1,649,621 1,024 (0.1) 140,233 (9.3)

福利厚生費
390,355 406,433 -16,078 (-4.0) 8,150 (2.1)

最広義人件費
5,095,029 5,403,495 -308,466 (-5.7) 45,522 (0.9)



総人件費について参考となる事項
・「給与、報酬等支給総額」
　　対前年度比　　　△７４，２４７千円
　　　承継職員の給与の減 △74,247千円
・「最広義人件費」
　　対前年度比　　　△３０８，４６６千円
　　　承継職員の給与の減 △74,247千円
　　　承継職員定年退職者の減少による退職手当支給額の減 △218,955千円
　　　Ｈ１８年度承継職員定年退職者の退職手当支給額過計上による
　　　減額分 △210千円
　　　Ｈ１７年新設の映像研究科教員等の給与の増 4,633千円
　　　外国人教師の人数減による給与の減 △12,593千円
　　　外国人教師の退職者の減少による退職手当支給額の減 △609千円
　　　非常勤役員報酬の減 △650千円
　　　非常勤教員給与の減 △18,868千円
　　　非常勤職員給与の増 19,301千円
　　　受託研究費等による雇用者の増 9,810千円
　　　福利厚生費の減 △16,078千円

注：平成１９年度における「退職手当支給額」の額は２３２，４１５千円であるが、平成１８年度に
　　おいて４５１，１６０千円と計上すべきところを４５１，３７０千円と計上したため、平成１９年度
　　の額より差額２１０千円を減額している。

・行革推進法、「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組状況
　①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項

「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）において示された総人件費改革の実行
計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。

　②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた
　　見直しの方針

総人件費改革の実行計画を踏まえ、常勤役員報酬及び承継職員給与について、
平成１７年度の人件費予算相当額をベースとして、平成２１年度までに概ね４％の
人件費の削減を図る。
国家公務員の給与構造改革を踏まえ、国家公務員の給与水準を考慮しつつ、
人件費の抑制を図る。

　③人件費削減の取組の進ちょく状況

注：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）
　　による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、
　　平成18年、平成19年の行政職（－）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％、0.7％
　　である。
注：基準年度（平成１７年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を
　　基礎に算出した平成１７年度人件費予算相当額である。

総人件費改革の取組状況

年　　　度
基準年度

（平成17年度）
平成18年度 平成19年度

給与、報酬等支給総額
（千円）

2,987,842 2,896,071 2,821,824

人件費削減率
（％）

(-3.1) (-5.6)

人件費削減率（補正値）
（％）

(-3.1) (-6.3)



Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし


